


（１）補助金の内容

次の場合は所得の合計額について、控除を受けることができます注目

◆貸与型奨学金の返済を行っている場合（年間の返済額を証明する書類が必要です）

⇒年間の返済額を夫婦（またはパートナー）の所得合計から控除します

－１－

対象世帯⑴

令和６年４月１日から令和７年３月３１日までに婚姻した夫婦または
パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓書受領証の交付を受けたパートナー
であって、対象要件をすべてを満たす世帯

□婚姻日またはパートナーシップ・ファミリーシップ宣誓日における年齢が

ともに３９歳以下

□補助金の申請をした日から本市に２年以上居住する意思を持っている

□本市内の入居している（または予定の）住宅住所において、世帯の全員が住民票に

記載されている

□生活保護や当該補助金と重複する他の公的給付を受けていない

□市税を滞納していない

□暴力団員や暴力団員と密接な関係にある者ではない

□夫婦またはパートナーが過去にこの補助金の交付を受けていない

（対象要件）

補助金額⑴

※所得は直近の「所得・課税証明書」を基に算定します
（①または②を希望する方はご提出をお願いします）
※対象経費が各上限に満たない場合は対象経費相当額を補助
※1,000 円未満の端数は切り捨て

要 件 上限額

①新婚夫婦（またはパートナー）ともに２９歳以下
かつ所得合計が５００万円未満

６０万円

②上記以外の世帯で所得合計が５００万円未満 ３０万円

③５００万円以上 １５万円



対象経費

令和６年４月１日から令和７年３月３１日までに支払いの完了した次の費用

１）住宅費用

２）引越費用

３）リフォーム費用

婚姻日またはパートナーシップ宣誓日以降に発生した敷金、礼金（保証
金等これに類する費用を含む）、共益費および仲介手数料

引越業者または運送業者へ支払った費用

住宅の機能の維持または向上を図るために行う修繕、増築、改築、設備
更新等の工事費用

※勤務先から住宅手当が支給されているときは、住宅手当の対象となる費用につい
ては補助金の対象外

※車庫等の工事費用、外構の工事費用、エアコン等の家電設備の購入・設置等に係
る費用については補助金の対象外

対象経費の支払い期間

補助金の対象期間

令和６年
４月１日

令和７年
３月３１日

婚姻日もしくは
パートナーシップ・
ファミリーシップ

宣誓日

交付申請期間：対象世帯の要件を満たした日から令和７年３月３１日まで

※任意のタイミングで申請いただけます

全体イメージ図

－２－

★上限６０万円対象の方のみ：上記の費用＋期日以降に発生した家賃
※なると新婚世帯家賃補助金との併用はできません

対象世帯⑵

令和５年度に上限６０万円コースの対象になった世帯のうち、
支給額が上限に満たなかった世帯（対象者は市から別途通知します）

補助金額⑵

令和５年度に交付済の補助金額と上限６０万円との差額

※婚姻日前に発生した費用でも、婚姻を機とした同居実績が認められる場合は対象
となることがあります



（２）交付申請の流れ

５．補助金の請求

請求書（様式第6号）に必要事項を記入して提出してください

４．補助金の交付決定

①なると結婚新生活スタート支援補助金交付決定通知書（様式第4号）

②なると結婚新生活スタート支援補助金請求書（様式第6号）

交付申請の審査を行い、補助金の交付が決定した方には
市役所から次の書類をお届けします

３．補助金の交付申請

なると結婚新生活スタート支援補助金交付申請書（様式第1号）
に必要書類を添付して、戦略企画課に提出してください

▶▶提出締切：令和7年3月31日（月）まで
※超過した場合はいかなる理由であっても受理できませんので、ご注意ください

２．必要な書類を揃える

□住宅手当支給証明書（様式第2号）

□戸籍謄本またはパートナーシップ・
ファミリーシップ宣誓書受領証

□住民票謄本（本籍地・続柄あり、
マイナンバーなし）

□新婚世帯の所得・課税証明書

□対象世帯の完納証明書など市税の
納税が確認できる書類

★必須書類

□誓約書（様式第3号）

□住宅の賃貸借契約書の写し

□補助金の対象経費の支払いが確認
できる書類（領収書など）

※必ずご提出ください

のみ

１．対象世帯の要件を確認

□対象世帯（１または２ページ目）に該当することを確認してください

－３－

□貸与型奨学金の返済額が分かる書類

★奨学金を返済している方

※返済額の控除を希望する方のみ提出

のみ

★上限60万円
★上限30万円

を希望する方

□工事請負契約又は請書

★リフォーム費用を申請の方のみ


